　
新規（更新）申請書類作成の手引き
（短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護―単独型・併設型―）

　
(注)ここで記載する「本体特養」とは、広域型特養を指す。「本体施設」は地域密着型特養、特定施設入居者生活介護併設等、広域型特養以外の場合を指し、広域型特養と扱いが異なる場合がある。

０　提出に当たっての注意

　　◆１ 新規申請の場合は、必ず事前相談を行うこと。

　　◆２ 事前相談の後、原則として、広島県電子申請システムにより提出すること。ただし、やむを得ない事情があれば紙で提出可。

　　◆３ 居宅サービス事業所または介護予防サービス事業所のいずれか一方の指定を受けている事

業所について他方の指定を受ける場合の添付書類は、申請書、付表、勤務形態一覧表、資

格証の写し、平面図及び誓約書を除き、変更がなければ不要。
１　書類の有無の確認

　　◆１ 新規申請の場合は、以下のものをすべて提出すること。

　　◆２ 更新申請の場合、申請書、付表、勤務形態一覧表、資格証の写し、平面図及び誓約書を除き、指定権者に提出済みのものから変更がなければ不要。

◆３ 居宅サービスと予防サービスを同時に申請する場合、重複するものは不要。１枚の申請書
で同時に申請すること。
□　申請書・新規(別紙様式第一号(一))・更新（別紙様式第一号（二））

□　付表(付表第一号　単独型(八)、本体/特養(九)、本体/特養以外(十))

※付表のチェックリストを含む。

□　法人登記簿の全部事項証明書の写し又は登記情報提供サービスの照会番号
□　従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（標準様式１_08）

　　【新規申請の場合】指定月の予定

　　【更新申請の場合】申請書提出前月の実績　

□　事業所の平面図（標準様式３）

□　設備・備品等一覧表（標準様式４）

□　運営規程     

□　利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要（標準様式５）

□　協力医療機関（協力歯科医療機関）との契約書の写し　　　

□　誓約書（標準様式６）

□　資格証又は研修修了証等の写しの写し　(資格が必要な職種についてのみ)　　　

□　夜勤職員配置加算に係る確認書（夜勤職員配置加算を算定している場合のみ）
□　自主点検表兼現地調査確認表(自主点検したもの)   

□　老人福祉法上の届出

県ホームページ「老人福祉法に関する届出について」

（https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/54/roujinfukushihoutodokede.html）
２　指定（許可）申請書、指定（許可）更新申請書（共通）
□　日付（申請日）を記入すること。
□　「法人番号」は記入してあるか。

　　　　法人番号は「国税庁法人番号公表サイト」で検索できる。法人格のない場合は指定できない。
□　「申請者」は登記事項証明書等の記載と一致しているか。

　　　　□　法人の名称　　　　　　　　　　　　□　法人の主たる事務所の所在地

　　　　□　代表者の職、氏名　　　　　　　　　□　代表者の住所

　　　　　主たる事務所の所在地及び代表者の住所は登記事項証明書上の表記に即して正確に記入すること。
□　フリガナ（名称及び代表者の氏名）、生年月日に記入誤りがないか。
□　申請者の名称、主たる事務所の所在地等に記載誤りがないか。
◆ メールアドレスは、県から介護事業者（法人）への連絡事項の伝達手段として使用する。業務用のメールアドレスとすること。（県のメーリングリスト（事業所ごとに登録）とは別の扱い。）
　（指定申請書）別紙様式第一号（一）

□　「指定を受けようとする事業所・施設の種類」の欄の記入は適切か。

◆「指定（許可）定申請対象事業等」は「短期入所生活介護」又は「介護予防短期入所生活介護」に「○」。
◆「既に指定（許可）を受けている事業等」は、同一所在地で、既に指定済みのサービスのうち、同じ事業所番号となるサービスがあれば「○」を記載する。
例）短期入所生活介護を指定済みの事業者が、新規で介護予防短期入所生活介護を申請する場合
◆「指定（許可）申請をする事業等の開始予定年月日」は、「令和○年○月1日」。
□　「介護保険事業所番号」の欄の記入は適切か。

　　既に同一所在地で指定（許可）を受けている場合に記入する。
（指定更新申請書）別紙様式第一号（二）

□　事業等の種類は「短期入所生活介護」と記入する。
◆居宅サービスと介護予防サービスを一体的に行っている事業所において、同時に更新申請を行う場合は「（介護予防）短期入所生活介護」と記入する。
◆居宅サービスと介護予防サービスを一体的に行っている事業所において、双方の指定の有効期限が異なる場合、一方の指定更新と併せて、他方の指定更新の時期を合わせることができる。更新時期を合わせる場合は、更新する事業の更新申請書の提出時に他方のサービス（有効期限内のものに限る）の更新申請書及び「指定有効期限を合わせて更新する旨の申出書 」を併せて提出すること。
□　介護保険事業所番号、指定有効期間満了日、名称、フリガナ及び所在地に誤りはないか。
□　管理者の氏名、フリガナ、生年月日及び住所に誤りはないか。
　　　　◆付表と一致していること。
３　付表　第一号（八）（九）（十）
□　法人番号は記入してあるか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□　事業所の名称は適切か。（他のサービスと混同する恐れがないか。公序良俗に反していないか。）※新規申請の場合のみ
◆ 既に他の法人により指定済みとなっていないか、県ホームページ「介護サービス事業所・施設の指定情報」（https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/siteijouhou/）で確認できる。（同一名称が重複して使用できないとする法令上の規定はないが、利用者の混乱を避けるため、少なくとも同一市区町内では重複を避けること。）

◆ 事業所の名称が、既に他の法人により指定済みとなっている場合には、他の名称とすることが望ましい。

　　

□　フリガナ、名称、所在地、連絡先に記入誤りがないか。

　◆ 医療法人の場合、本県においては、定款・登記事項証明書に事業所名・事業所所在地を明記することとしているので、それらと一致していること。
□　メールアドレスはメーリングリストに登録しているアドレスか。
◆ 県からの情報発信の手段としてメーリングリストにメールアドレスを登録することとしているため、

県ホームページ「介護サービス事業者への連絡用メーリングリストについて」
（https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/54/kaigojigyousyame-rinngurisuto.html）を参照。
　　

□　管理者のフリガナ、氏名、生年月日及び住所に記入誤りはないか。

□　管理者は常勤の職員であるか。

□　管理者の兼務関係は正しく記入されているか。

　　　　上記2点については、勤務形態一覧表と齟齬がないこと。

勤務形態一覧表には、同一事業所内の兼務のみ記入する。
　　□　管理者が兼務する他の事業所又は施設に記入誤りがないか、他の事業所の業務を兼務する場合、管理業務に支障がないか。
　　◆ 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合であって、他の事業所、施設等で従事する時間帯も、短期入所生活介護事業所事業所の利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令に支障が生じないときに、兼務可。
　　 ◆ 管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設される訪問系サービス事業所においてサービス提供を行う従業者と兼務する場合、事故発生時等の緊急時において、管理者自身が速やかに短期入所生活介護事業所又は利用者へのサービス提供の現場に駆けつけることができない体制となってる場合などは、管理業務に支障があると考えられる。
□　短期入所生活介護の利用者数は適切であるか。

◆ 短期入所生活介護の利用者数は、新規の場合は定員の９０％とし、実績がある場合は前年度の平均値（前年度の全利用者等の延べ数を前年度の日数で除し、小数点第2位以下を切り上げた数）とする。
□　（付表（九）のみ）空床利用型・併設事業所型の別は、いずれか一方にチェックしているか。
□　協力医療機関（協力歯科医療機関）の名称は、契約書と一致しているか。

□　介護形式は、従来型かユニット型の一方を選択しているか。

□  （付表（九）及び（十））従業者の員数の記入は適切であるか。

◆本体施設と一体で運営している場合、本体施設の職員数と同数を記載する。ただし、看護体制加算を算定する場合には、看護職員は本体特養と別に配置しなければならない。勤務形態一覧表の備考欄に当該看護職員が短期入所生活介護事業所の専従であることを記載していること。
◆勤務形態一覧表と一致していること。

※  短期入所生活介護に複数単位での実施は想定できないため「サービス提供単位１」のみ記載すること。

※　空床利用型であっても、本県では特養本体施設と届出先が異なるため、「設備に関する基準の確認に必要な事項」を記入すること。

　　□　建物構造のチェックは入っているか。
□　短期入所生活介護の利用定員は適切であるか。

◆ 併設型の場合、定員は２０人未満でも可能。

◆ 地域密着型介護老人福祉施設に併設する短期入所生活介護の場合、定員は地域密着型介護老人福祉施設の入所定員を上限とする。
４　従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表
　　□　エクセル様式か。

　　□　（更新申請の場合）申請書提出前月の実績か。

　　　　（新規指定の場合）指定月分（予定）か。

□　事業所名が付表と一致しているか。
□　4週の合計、週平均の勤務時間、常勤換算後の人数の計算が正しく計算されているか。

　　　◆ 常勤換算後の人数については、1月や8月など連休がある月の場合、常勤職員の所定勤務時間で除すと常勤
の者であっても1人役未満となる場合がある。このような場合には、連休がない場合の週平均の勤務時間を
仮計算し、当該時間を常勤職員の所定勤務時間で除して得た人数を用いることも差し支えない。
　　

□　医師は１以上であるか。

　　　　併設本体施設に配置されている場合であって、当該施設の事業に支障を来さない場合は兼務可能。
□  本体施設の入所者と短期入所生活介護事業所の利用者を合計した生活相談員は、本体の入所者と短期入所生活介護事業所の利用者の合計数に対して、常勤換算方法で１００：１以上であるか。

□　栄養士又は管理栄養士は１以上であるか。（定員が４１以上の場合のみ必置）

◆ 併設本体施設に配置されている場合であって、当該施設の事業に支障を来さない場合は本体施設との兼務可能。

◆ 利用定員40人を超えない場合で他の社会福祉施設や病院等の栄養士との兼務が可能な場合等（適切な栄養管理が行われているときで利用者の処遇に支障がないとき）は置かないことができる。

◆ 他の社会福祉施設等の栄養士との連携とは、隣接の他の社会福祉施設や病院等の栄養士との兼務、地域栄養指導員（健康増進法第19条第1項に規定する栄養指導員をいう。）との連携を指す。
　　

□　機能訓練指導員は１以上であるか。

◆ 併設本体施設に配置されている場合であって、当該施設の事業に支障を来さない場合は兼務可能。

◆ 機能訓練指導員は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師は理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で6月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る）の資格が必要である。

ただし、利用者の日常生活やレクリエーション、行事等を通じて行う機能訓練については、当該事業所の生活相談員又は介護職員が兼務して行っても差し支えない。

◆ 個別機能訓練の加算を算定している場合は、専従の機能訓練指導員を１名以上配置する必要がある。本体施設又は併設短期入所生活介護事業所の看護職員が当該加算に係る機能訓練指導員の職務に従事する場合は、看護職員と機能訓練指導員の勤務時間を分けて記載すること。また、機能訓練指導員に係る加算を算定する場合は、個別機能訓練に係る機能訓練指導員とは別に常勤専従の機能訓練指導員を配置する必要がある。なお、配置要員(100：1）の算出にあたり、本体施設の入所者数と併設施設の利用者数を合算してよい

◆ 短期入所生活介護事業と介護予防短期入所生活介護事業の指定を併せて受け、かつ、同一の事業所で一体的に運営されている場合は、一方の事業の人員基準を満たしていれば、もう一方の事業の人員基準も満たしているとみなす（ 設備基準についても同様）。
□　調理員その他の従業者は、実情に応じた適当数であるか。
◆上記については、勤務形態一覧表と一致しており、勤務形態一覧表に記載された資格職種すべての資格証の写しがあること。

　短期入所生活介護

□  本体施設と短期入所生活介護事業所を合計した介護職員又は看護職員は、本体施設の入所者と短期入所生活介護事業所の利用者の合計数に対して、常勤換算方法で３：１以上であるか。

□  生活相談員のうち１人は常勤の職員であるか。また、介護職員又は看護職員のうち１人以上は、常勤の職員であるか。（定員が２０人未満の場合は、生活相談員、介護職員、看護職員のいずれも常勤で配置しないことができる。）

□  生活相談員が次の資格要件のいずれかを有していることを修了証の写しがあるか。

　　　　□　社会福祉主事任用資格者　　　□　社会福祉士　　　□　精神保健福祉士

　　　　□　上記と同等以上の能力を有すると認められる者
生活相談員が本体特養と同じ人物であって「上記と同等以上の能力を有すると認められる者」の場合は、本体特養の認可権限がある県医療介護基盤課法人指導・老人福祉施設グループと協議済みか。（※本体施設が特別養護老人ホームである場合に限る。）
□　夜勤職員は、次のとおりであるか。
【特養併設短期入所生活介護の場合の夜勤必要数】
・利用者の数及び特養の入所者の数の合計数が２５以下　　　→　１以上
・利用者の数及び特養の入所者の数の合計数が２６～６０　　→　２以上
・利用者の数及び特養の入所者の数の合計数が６１～８０　　→　３以上
・利用者の数及び特養の入所者の数の合計数が８１～１００　→　４以上
・利用者の数及び特養の入所者の数の合計数が１０１以上　　→　４に加え２５：１以上
　　　【特養併設短期入所生活介護以外の場合の夜勤必要数】

　　　　　・利用者数が２５以下　　　→　本体施設の夜勤必要数に加え１以上
　　　　　・利用者数が２６～６０　　→　本体施設の夜勤必要数に加え２以上
　　　　　・利用者数が６１～８０　　→　本体施設の夜勤必要数に加え３以上
　　　　　・利用者数が８１～１００　→　本体施設の夜勤必要数に加え４以上
　　　　　・利用者数が１０１以上　　→　本体施設の夜勤必要数に加え４に更に加え２５：１以上

　ユニット型短期入所生活介護

□　日中、ユニットごとに常時1人以上の介護職員又は看護職員を配置しているか。
□　夜間及び深夜については、２ユニットごとに1人以上の介護職員又は看護職員を配置しているか。

□　ユニットごとに常勤のユニットリーダーを配置しているか。
◆ 日中とは、施設で定めた夜勤時間帯に含まれない連続する8時間（日勤時間帯）をいう。

◆ 常勤のユニットリーダーについては、当面は、ユニットリーダー研修を受講した職員を施設本体に2名以上配置することとする。ただし、２ユニット以下の施設は１名でよい。

◆ また、ユニットリーダー研修修了者が配置されていないユニットにおいては、ユニットにおけるケアに責任を持つ職員を決める必要がある。
◆ 次の場合は減算されるので注意すること。

イ　夜勤時間帯に夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に満たない事態が2日以上連続して発生

ロ　夜勤時間帯に夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に満たない事態が4日以上発生
　※夜勤時間帯：午後10時から翌日の午前5時までの時間を含めた連続する16時間をいう。原則として事業所又は施設ごとに設定するものとする。
◆ 夜勤職員配置加算を算定する場合の夜勤を行う職員の数は、１日平均夜勤職員数とする。１日平均夜勤職員数は、暦月ごとに夜勤時間帯における延べ夜勤時間数を当該月の日数に16を乗じて得た数で除することによって算定し、小数点第3位以下は切り捨てるものとする。

◆ 併設事業所（特別養護老人ホーム等と同一敷地内又は隣接する敷地において一体的に運営を行っている場合）における職員の配置数の算定並びに人員基準欠如、夜勤配置等については、本体施設と一体的に行うものであること。

◆ 例えば、特養併設短期入所生活介護の場合においては、利用者数（利用者の推定数又は前年度の平均入所者数）が70人の介護老人福祉施設と同じく20人の短期入所生活介護事業所が併設されている場合、必要な介護・看護職員（3：1）は合計で30人であり、必要な夜勤配置職員数は4人となる。

◆看護職員を配置していない場合であっても、病院、診療所又は訪問看護ステーションと「密接な連携」により、看護職員を確保すること。「密接な連携」とは

① 病院等（病院、診療所、訪問看護ステーション（併設事業所にあっては本体施設を含む））の看護職員が必要に応じて利用者の健康状態の確認を行っていること。

② 病院等において、短期入所生活介護事業所へ駆けつけることのできる体制や適切な指示ができる連絡体制などが確保され、短期入所生活介護事業所においても病院等からの指示を受ける体制ができていること。

③連携を行う看護職員が十分な休憩時間を確保できるよう徹底していること。

◆夜勤職員配置加算の1日平均夜勤職員数を算出するための延夜勤時間数には、早出・遅出や日勤帯勤務の職員の勤務時間も含められるか。【介護保険最新情報vol.69平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1)】

本加算は、深夜の時間帯のみならず、特に介護量が増加する朝食、夕食及びその前後の時間帯を含む夜勤時間帯全体における手厚い職員配置を評価するものであり、その施設が設定した夜勤時間帯において勤務した時間であれば、早出・遅出及び日勤帯勤務の職員の勤務時間も延夜勤時間数に含めることは可能である。ただし、加算を算定可能とすることを目的として、例えば「22時から翌日14 時まで」のような極端な夜勤時間帯の設定を行うべきではなく、夜勤時間帯の設定は、例えば「17時から翌朝9 時まで」のような朝食介助・夕食介助の両方を含む設定を基本としつつ、勤務実態等から見て合理的と考えられる設定とすべきである。

ただし、夜勤職員配置の最低基準が1 人以上とされている入所者が25 人以下の施設については、いわゆる「1人夜勤」の負担を緩和する観点から、深夜の時間帯において職員を加配する（夜勤職員を2 人以上とする）ことにより加算の算定要件を満たすことが望ましい。 

　　 ◆（参考様式１７）夜勤職員配置加算に係る確認書にて確認し、同様式を提出すること。
□　共生型サービスの場合、指定短期入所生活介護事業所の指定を受けたことを証する書類と、管

理者及び従業者が指定生活介護事業所の指定権者へ申請・届出した人物と同一の者となって

いるか。

□　指定短期入所生活介護事業所の従業者の員数が、共生型短期入所生活介護を受ける利用者

（要介護者は障害支援区分５とみなして計算）の数に当該指定短期入所生活介護事業所の利

用者の数を合わせた数に対して、当該短期入所生活介護事業所として必要とされる数（※）

以上配置されているか。

※　特例による指定不要の申出書を提出している場合は、指定短期入所生活介護事業所として必要とされる数

５　事業所の平面図
□　事業所名は付表と一致しているか。

□　平面図は建築図面等、縮尺が正確な図面となっているか。
◆短期入所生活介護の居室、食堂及び機能訓練室の面積、廊下幅に係る基準は、すべて内法での測定による。また、廊下は手すりから測定する。（ただし、有料老人ホームなど本体施設の指針等で「内法」となっていない場合は除く。）
◆平面図に面積を書き加えると見えづらくなるため記載できない場合は、参考様式「居室等面積一覧表」を併せて提出することで可。
□  共生型サービスの場合、障害福祉サービス等の指定権者に提出した書類と同じものが提出されているか。

（短期入所生活介護）

□　居室は利用者１人当たり10.65㎡以上の床面積があるか。
□　１居室の定員は４人以下であるか。

□　共生型サービスの指定を受ける居室については、指定短期入所生活介護事業所の居室の面積を、指定短期入所生活介護の利用者の数と共生型短期入所生活介護生活介護の利用者の数の合計数で除して得た面積が９．９㎡（※）以上となっているか。

　※　「特例による指定不要の申出書」を提出している場合は、10.65㎡

□　食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有しており、その合計面積は、３㎡に利用定員を乗じて得た面積以上であるか。（本体施設の設備を使用可）
　　　　食事の提供及び機能訓練に支障がない場合は、同一の場所とすることができる。
　　

□　浴室、便所及び洗面設備は設けてあるか。（本体施設の設備を使用可）
□　医務室、静養室、面談室、介護職員室、看護職員室、調理室、洗濯室（洗濯場）、汚物処理室及び介護材料室は設けてあるか。（本体施設の設備を使用可。地域密着型特養に医務室が必要ないが、この施設を本体とする短期入所生活介護には医務室が必要。医療法に定める診療所でなくてよい。必要な医薬品及び医療機器を備える場所を必要とし、コーナー的なものでも足りる。
□　廊下幅は、1.8m以上となっているか。ただし、中廊下の幅は2.7m以上となっているか。

　　　「中廊下」とは、廊下の両側に居室、静養室等利用者の日常生活に直接使用する設備のある廊下をいう。中廊下の定義にある「利用者の日常生活に直接使用する設備」とは居室、静養室、食堂、浴室、洗面設備、便所、機能訓練室である。
（ユニット型短期入所生活介護生活介護）

□　ユニットの利用定員は10人以下であるか。

　　　　原則であり、10人を超える場合もある。
□　居室は10.65㎡以上の床面積があるか。
□　１居室の定員は原則として１人であるか。

□　共同生活室は、いずれかのユニットに属し、その床面積は２㎡に利用定員を乗じて得た面積以上であるか。（本体の設備を使用可）
□　居室は当該ユニットの共同生活室に近接して一体的に設けられているか。
ア　当該共同生活室に隣接している居室

イ　アの居室と隣接している居室

ウ　共同生活室に近接して一体的に設けられている居室
　　

□　便所及び洗面設備は居室ごと又は共同生活室ごとに設けてあるか。（本体施設の設備を使用可）
□　浴室はあるか。

　　　　居室のある階ごとに設けることが望ましい。
□　医務室、調理室、洗濯室（洗濯場）、汚物処理室及び介護材料室は設けてあるか。

（本体施設の設備を使用可。地域密着型特養に医務室が必要ないが、この施設を本体とする短期入所生活介護には医務室が必要。医療法に定める診療所でなくてよい。必要な医薬品及び医療機器を備える場所を必要とし、コーナー的なものでも足りる。

□　廊下幅は、1.8m以上となっているか。ただし、中廊下の幅は2.7m以上となっているか。
◆ 中廊下」とは、廊下の両側に居室、静養室等利用者の日常生活に直接使用する設備のある廊下をいう。
　中廊下の定義にある「利用者の日常生活に直接使用する設備」とは居室、静養室、食堂、浴室、洗面設備、便所、機能訓練室である。

◆ ただし、廊下の一部の幅を拡張することにより、利用者、従業者等の円滑な往来に支障が生じないと認められる場合には、1.5ｍ以上。中廊下にあっては、1.8ｍ以上として差し支えない。

　なお、ここでいう「廊下の一部の幅を拡張することにより、利用者、従業者等の円滑な往来に支障が生じないと認められる場合」とは、アルコーブを設けることなどにより、利用者、従業者等がすれ違う際にも支障が生じない場合を想定している。

◆ 指定(介護予防)短期入所生活介護事業所の2階又は地階に居宅を設ける場合の準耐火建築物の設置基準については、国の基準改定通知では利用者の避難体制や地域住民等との連携等が整備されていれば、準耐火建築物であっても居室、静養室その他の利用者が日常生活を営む場所を2階又は地階に設けることが可能とされたところを、県の条例では地階については居室と静養室を除くこととし、基準省令とは異なる基準（独自基準）である。

　　

□　施設・事業所において給食を提供する場合、食品衛生担当部署に相談へ行っているか。
　　　　施設・事業所において、給食等を提供する場合は、食品衛生法、健康増進法等の関係で衛生管理や食品の
取扱い等などについて、保健所に相談に行く必要がある。食事を外部に委託する場合も同様である。
　　
６　設備・備品等一覧表
□　自主点検表兼現地調査確認表(自主点検したもの) を提出する場合は、提出不要。
７　運営規程
□　事業所名、所在地を付表と照合する。
□　次の事項のすべてについて定めているか。
□　事業の目的及び運営の方針
□　従業者の職種、員数及び職務内容
　　　　　付表の従業者と整合しているか。

　　　□　利用定員

□　ユニットの数及びユニットごとの利用定員　※ユニット型短期入所生活介護のみ

□　指定（介護予防）短期入所生活介護の内容及び利用料その他の費用の額

◆ 食費・滞在費について、負担限度額がある利用者に対しての記載をしていること。

◆ 記載例「滞在費及び食費については、介護保険負担限度額の認定を受けている方の場合は、認定証に記載された金額を上限として料金を負担していただきます。」

◆ 食費は、原則として１食ごとに分けて設定すること。

◆　併設、単独いずれの（介護予防）短期入所生活介護においても、私物の洗濯代は徴収できない

◆ 利用料その他の費用等について「別紙」として作成した場合は「別紙」を添付すること。

　　　
□　通常の送迎の実施地域
□　サービス利用に当たっての留意事項
□　緊急時等における対応方法
□　非常災害対策
□　虐待の防止のための措置に関する事項

□　その他運営に関する重要事項

　　　　　原則、居宅サービス、介護予防サービスそれぞれについて、運営規程を作成する。内容が明確に分かれていれば、同一とすることも可。
８　利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
□　事業所名、サービス種類を付表と照合する。
□　常設の窓口（連絡先）、担当者の職・氏名が記入されているか。
□　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順が記入されているか。
◆ 勉強会・研修会などを定期的に実施する場合は、「４その他参考事項」に記入する。
９　協力医療機関(協力歯科医療機関)との契約書等の写し
□　利用者の病状の急変に備えるための内容となっているか。
　　　　入院等に対応するための協力病院が定めてあるか。また、協力歯科医療機関も定めておくことが望ましい。
　　　　　
10　誓約書（標準様式６）
□　日付を記入すること。

□　申請者の法人名称、代表者の職名及び氏名に記入誤りはないか。

□　該当する誓約書に○が付いているか。（ただし、居宅サービスと介護予防サービスを同時に申請する場合は、居宅サービス向け又は介護予防サービス向けの両方に○を入力すること。）  
□　別紙を添付すること。
　　　　※法第70条第2項　　　 →　居宅サービス用（別紙①）
　　　　　法第115条の2第2項　→　予防サービス用（別紙⑤）
11　その他指定に関し必要と認める事項
【新規申請時に提出が必要なもの】

□　介護給付費算定に係る体制等に関する届出書等

【共生型サービスの場合に必要なもの】

□　障害福祉サービスの指定等に関する書類の写し

（特例を不要とする場合のみ）

□　共生型居宅サービス事業者の特例による指定を不要とする旨の申出書

【現地確認等で確認するもの】

□　従業者の雇用関係書類
□  建物又は事業所の使用権原を証明する書類

建物等を賃借している場合は、賃貸借契約書等（写し）。また、申請者が所有している場合は、建物の登記事項証明書等（写し）。
　　□　建築検査済証、消防検査済証の写し

□  損害賠償保険の保険証書

基準省令第37条第3項（「賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない」）との関係から、損害賠償保険の保険証書（写し）。
12　他法令の遵守　※新規申請の場合のみ
□　他法令について

施設・事業所の新設等の場合、建築基準法、都市計画法等の他法令に関すると考えられる場合は、関係部署と調整すること。

13  介護サービス情報の公表制度　 ※新規申請の場合のみ
□  介護サービス情報の公表について、指定後に、県が業務を委託している指定調査機関「シルバーサービス振興会」から依頼があるので対応すること。（今後変更の可能性あり）
14　業務管理体制の届出  ※新規申請の場合のみ
□　業務管理体制の届出について、県ホームページを確認のうえ必要であれば届け出ること。
15　社会保険及び労働保険の加入状況 　※新規申請の場合のみ
□　社会保険及び労働保険に加入しているか。
◆社会保険及び労働保険に係る確認は「各業における新規許可申請時における社会保険及び労働保険の適用状況の確認について（協力依頼）」（平成29年4月17日付け年金局事業管理課長及び労働基準局労働保険徴収課長依頼）による。
